






１ 様式第２２号の１０ 相続認可申請書

２ 　別紙１ 営業所一覧表

３   別紙２ 営業所技術者等一覧表

４ 様式第２号 工事経歴書　※申請直前の事業年度に施工した工事を記載

５ 様式第３号 直前３年の各事業年度における工事施工金額

６ 様式第４号 使用人数

７ 様式第６号 誓約書（欠格要件に該当しない旨の誓約書）

８ 様式第１１号 建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧表

９ 様式第１８号 貸借対照表（個人用）

１０ 様式第１９号 損益計算書（個人用）

１１ 様式第２０号 営業の沿革

１２ 様式第２０号の２ 所属建設業者団体

１３ 様式７号の３ 健康保険等の加入状況

１４ 様式第２０号の３ 主要取引金融機関名

１ 様式第７号 常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証明書

２ 別紙 常勤役員等の略歴書

（１） 様式第７号の２
常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書
※様式第７号で証明する場合は提出不要(2-1,2-2も同様)

(２－１) 別紙１ 常勤役員等の略歴書

(２－２) 別紙２ 常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書

３ 様式第８号 営業所技術者等証明書（新規・変更）

卒業証明書（原本）

様式第９号 実務経験証明書

技術検定合格証明書等の資格証明書の写し（監理技術者資格者証の写しでも可）

５ 様式第１０号 指導監督的実務経験証明書　※特定建設業の申請の場合のみ

６ 様式第１２号 許可申請者（法人の役員等・本人・法定代理人）の住所・生年月日等に関する調書

７ 様式第１３号 建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日等に関する調書

８ 様式第２２号の11 誓約書（認可後必要な届出等をする旨の誓約書）

９ 戸籍謄本等（原本）

１０
被相続人が営業していた建設業を、申請者が継続して営業すること
に対する当該申請者以外の相続人の同意書（原本）

１１ 登記事項証明書（原本）

１２ 開業届の写し

１３
納税証明書（県税、建設業許可申請用）（原本）
又は納税情報の確認に関する同意書

１４
成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書
（登記されていないことの証明書）（原本）

１５
成年被後見人又は被保佐人と見なされる者に該当せず、又破産者で復権
を得ないものに該当しない旨の市町村の長の証明書（身分証明書）（原本）

※代理人に手続きを委任する場合は、委任状（原本）の提出が必要です。
※申請書類は原則として押印不要ですが、代理人に手続きを委任する委任状や第三者から発行される証明書等
　（登記事項証明書、納税証明書、身分証明書、卒業証明書、資格者証等）は、押印のあるものが必要です。
※上記の他に、確認書類の提出（手引P13～）が必要です。
　また、必要に応じて別途他の書類の提出を求める場合があります。

申請者以外に相続人がいる場合に必要（申請
者以外の相続人が、同意の上、住所・氏名を
記載して、押印したもの）

支配人の登記をしている場合

同意書を添付する場合、原則として納税証明
書の添付は不要

相続前後で営業所技術者の変更がない場合、
省略可能

健康保険等の加入状況（様式第７号の３）を
提出しない場合

被相続人と申請者（相続人）の続柄が確認で
きるもの
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相続認可申請書と添付書類
※被相続人の死亡日から起算して30日以内に申請してください。
※原則として申請者（相続人）に係る書類を作成・提出してください。また、書類の記載は許可申請に準じて行ってください。
※長野県知事許可に係る認可申請を、国土交通大臣に提出した場合は、届出書（様式22号の12）の提出が必要です。
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様　式　番　号 申　請　書　及　び　添　付　書　類

「登記されていないことの証明書」及び
「身分証明書」は、個人事業主、個人事
業主の支配人、法人の役員及び令第３
条の使用人について、提出が必要です。




